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　わが国の最低賃金法には，「最低賃金の原則」として，「最低賃金は，労働者の生計費，類似の労
働者の賃金及び通常の事業の賃金支払能力を考慮して定められなければならない」とのべられてい
る．これらの三つの原則，すなわち労働者の生計費，類似労働者の賃金おヽよび産業の支払能力は，
また「最低賃金の決定基準」ともよばれている1）.
　昭和45年９月，中央最低賃金審議会は『’今後における最低賃金制度のあり方についてＪと題する
答申のなかで，「最低賃金は，労働市場の実態に即しかつ類似労働者の賃金が主たる基準となって
決定されるようなあり方が望まし」い，とのべ，三つの原則のうち，類似労働者の賃金を「主たる
基準」とみなすにいたった．
　このような時に，三つの原則を再検討することにきわめて大きい意義があると思い，いくつかの
具体例をあげながら，最低賃金の第一の，そしておそらくは唯一の原則が生計費原則であることを
論証するべく努めた．論証の過程では筆者の従来の抽象理論，労働力の市場価値についての理論を
生かすことができたように思う．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－
　わが国の短い最低賃金制の歴史をふりかえってみても，最低賃金の設定にさいして三つの原則の
うち何れを重視するかについては関係機関の考えが変わってきているのであるが，その変化の意味
を知るには，これらの原則と最低賃金との関連を明らかにしなければならないし，そのためには，
まず，これらの原則と賃金の諸法則との関連を把握する必要がある．
　最低賃金も賃金である以上，それを一般的に根本的に規制するのは労働力の価値にかんする法則
である．三つの原則の言葉を借りる左らば，最低賃金を根本的に規制するのは生計費である．こう
した理由から生計費にもとづく最低賃金の設定は賃金の法則にかなうものである．
　しかし，これだけの理由で生計費が原則の第一におかれるのではない．生計費原則が採られるの
は，時代とともに生活資料の範囲がひろがり，生計費が上昇するであろうという展望を前提にして
いるからである．
　生計費以外の，類似労働者の賃金や産業の支払能力が一層具体的な段階で賃金に作用しているこ
とは否定できない．
　このうち類似労働者の賃金についてはつぎのようにいわれている．すなわち，「類似の労働者の
賃金を最低賃金決定の基準とするとは，原則として同一地方の同種産業または職業の労働者の賃金
水準を基準として最低賃金串を定めることである．この基準による最低賃金は同種の労働者の痙か
の極端に低い賃金を排除しようとするものである」と2）.したがって,それは労働市場におヽける「公
正な賃金」を意味しておヽり，最近はそれを「相場賃金」とよぶようになっている．
　最低賃金制の対象になるのは主として簡単労働者であり，かれらは職種の枠をこえて自由に移動
することができるので，類似労働者の賃金とは労働市場で成立する平均的な賃金水準をさしている．
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それは，生計費によって根本的に規制される賃金が，さらに具体的座諸事情のなかで変動させられ
る結果，生まれるものである．それらの事情のなかで最も有力なのは労働力の需給関係であり，そ
のなかでも特に重要なのは労使の力関係である．
　このような需給関係による賃金の変動も賃金の迎動法則に含まれるのである.が，そのことをもっ
て類似労働者の賃金を最低賃金の原則とみ座しうるであろうか．
　もう一度，生計費原則にたちもどろう．くりかえすまでもなく，労働力の再生産費としての生計
費は賃金を根本的に規制しているが，逆に，生計費の基礎になる労働者の生活資料の範囲は現実に
かれらがうけとる賃金の大いさによって制約されており，いかに生計費を合理的に計算しようとし
ても，この制約から逃がれることはできない．簡単労働者は過剰であり，移動がはげしいために，
その賃金は低下しがちであり，そのことか生計費に大きく作用している．
　したがって，最低賃金の原則である生計費にすでに平均的な賃金水準か反映しているのであって，
それに加えて類似労働者の賃金を決定基準に含めるならば，最低賃金は二重に歪められる可能性か
ある．
　しかも，類似労働者の賃金が「同一地方の同種産業または職業の労働者の賃金水準」として把握
されるとなると，簡単労働市場とはいえ地域別，産業別，職業別に労働力移動が相対的に制限され，
それを条件に賃金格差が生じているので，生計費は地域別等々に複雑痙格差をもつものとして算定
され，それに応じて種々の最低賃金か設定されることになる．
　このような状態では類似労働者の賃金は生計費原則の確立に役立たず，むしろ企業や産業や地域
の支払能力と結びついてしまい，最低賃金は「公正な賃金」としての性格を失座ってしまう．もと
もと類似労働者の賃金や簡単労働者の賃金水準や相場賃金を「公正座賃金」とみなすこと自体に問
題がある．何か公正であるかを決めるものは生計費である．
　景気の変動は労働力の需給関係を左右し，時には賃金の上昇をもたらすことかあったが，本来，
労働者は賃金を，労使の力関係を抜きにした単なる需給関係の影響下にかくことを好まなかった．
そのためにかれらは団結した．もちろん，賃金は単なる需給関係によっても変動ナるのであって，
この賃金の迎動法則を避けることは不可能であった．にもかかわらず，かれらは賃金を単なる需給
関係から断ちきることを願い，その座かで生計費原則を見出だしためである．興味深いことである
が，わか国では大正11年に伍堂卓雄が，同様に賃金を需給関係の影響から守るために年令別生計費
原則を考えだしているのであるが，これらについてはのちにふれるであろう．
　このように考えると，最低賃金の決定基準に類似労働者の賃金を加えたり，また，決定基準とし
て生計費とそれとを同列におヽいたりすることには問題があるように思われる．まず生計費原則によ
って最低賃金が設定されるべきであって，類似労働者の賃金は生計費算定の資料でなければ座らな
い．
　簡単労働市場が全国的に単一のものとして成立している以上，全国全産業一律の最低賃金のため
の条件が生まれているということができる．しかし，労働市場は複雑であり，地域別，産業別，職
業別に賃金水準が異なるのであって，そこで類似労働者の賃金を「同一地方の同種産業または職業
の労働者の賃金水準」と解する法解釈も座りたつのである．
　しかし，最低賃金制はこれらの賃金格差を解消するためのものであり／もし漸進的にその目的を
達成しようとするのであれば，類似労働者の賃金はあくまでも労働市場におヽける賃金の平均水準を
把握するためのものとして用いられ，生計費原則確立のための参考資料として位置づけられねばな
らない．そうでは座くて，類似労働者の賃金を賃金のばらつきを立証するものとして利用し，支払
能力なるものの推定資料とするならば，それにたいする配慮は賃金格差を固定化し，最低賃金制の
発展を妨げることに座るであろう．
　最後に，産業の支払能力が最低賃金の原則となりうるか，という問題を検討しよう．
　抽象的には，労働力が商品であるかぎり，その価格が買手の支払能力の如何によって変動するこ
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とはありえない．しかし，一般の商品にあっても，具体的な段階で支払能力によって価格が変動し
うるのであって，労働力の場合にも支払能力の大小や有無が賃金に影響するよう左条件があれば支
払能力は無視できない問題になる．
　そのような条件としては，わが国の場合，企業間の労働力移動を相対的に制約する労働力政策と．
　　　　　　　　　　　　　　　　1?企業別組合の存在があげられる．そこで｀は支払能力の大小が年功賃金のカーブや職務給め大いさに
敏感に反映させられる．
　最低賃金にかんしては，初期の業者間協定方式のもとでは使用者側の判断のみで額が決められた
のであるから，支払能力がかそらく唯一の決定基準にならざるをえなかったであろう，と考えられ
る．
　このように，支払能力については，それを単に支払能力説という学説や思想上の問題としてとら
えず，現実にそういう学説や思想を支える機構や制度の問題として，あるいはそういう学説や思想
を現実化させる機構や制度の問題として，考察する必要がある．
　最低賃金は類似労働者の賃金や支払能力の影９をうけてきたのであるが，それにもかかわらず最
低賃金はやはり，労働力の再生産費である生計費によって根本的に規制されているのであって，こ
の賃金法則の力は深部の力とでもいうより他に表現の方法がないように思われるくらいである．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－
　これまでの叙述では，最低賃金の二つの原則のうち生計費をとくに重視する理由を簡単にのべて
きた．ここではこの問題をもっと深く広く考えてみたい．
　種々の事情によって地域ごとに労働力の再生産費，生計費はちがっている．そうして簡単労働市
場は単一のものであり，地域間の生計費のちがいを前提にして単一の市場価値，労働力の価値が成
立する．地域の生計費と労働力の価値は同じものではない．と･ころで，労働力の価値はそれぞれの
地域の労働市場によっ七異なった地域別賃金となって現象し，それがまた生計費に地域別格差をあ
たえる．算定の対象になっている生計費とは，この次元のものである．ナでにのべたようにこの生
計費には類似労働者の賃金や支払能力も反映している．
　わか国の最低賃金法では，生計費について何の説明もなされておら痙いし，法解釈の上でも，一
般論としては，生計費に地域別や年令別の生計費があるとはのべられていない．法の上では生計費
は地域や年令をこえたものと考えられているようである．ところが現実には，生計費は地域別だけ
でなく，年令別，男女別に計算され，それが最低賃金設定の資料として利用されている．それは生
計費算定の手続きから生じたのではなくて，階級の利害関係から生じたのである．
　生計費の実例をみよう．人事院による昭和45年４月の東京都の独身男子（18才程度）の標準生計
費は24, 700円，全国平均は21, 770円であった．各都道府県人事委員会の標準生計費とくらべると，
この全国平均よりも低いのはわずかに大分,･岐阜，奈良，福島，盛岡の５市である．人事院の全国
平均は異常に低いようである．また，各都道府県人事委員会の標準生計費のうち，最高が東京都の
27, 690円（45年５月），つぎが大阪市の26,183円（以下45年４月），第３位が高知市の26, 040円であ
る．以下，横浜，浦和，神戸市が人事院の東京都生計費をこえている．２人世帯の標準生計費の最
高は横浜市の49, 290円，つぎが高知市の48,160円で，この階層では高知市は東京都と大阪市をこえ
ている．３人世帯にかんしては高知市は横浜，神戸市についで第３位，４人世帯では第５位，５人世
帯では第８位である3）.低賃金の高知市が異常なくらい上位にある．
　官庁統計ですらこのような状態であるので，労働団体や経営者団体の数字とくいちがうのは当然
である．最低賃金設定のさいには，日額にして10円，５円，ときには１円というわずかの金額が争
われるので，これらの生計費格差は生計費原則にたいする不信をかきたてる．
　しかし，年令別地域別生計費かそのまま最低賃金に直結するということは賃金の運動法則からみ
てもありえないし，また生計費をいかに算定しようと最低賃金は労使間の力関係によって決定され
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るので，それらの数字‘に直接依存する必要はない．むしろ，それらの生計費のちがいかあって，は
じめて単一の最低賃金が設定されるのである．だが，審議会方式のもとでは，国家公務員にたいナ
る人事院の給与勧告のように，標準生計費と称するものに最低賃金が拘束される可能性が大きくな
る．
　人事院や各都道府県人事委員会が生計費の算定に手をつけたことは，生計費原則が権力の手に移
ったことを意味している．つぎに，その点について考えてみよう．
　アメリカ合衆国の場合，生計費原則は19世紀末から20世紀はじめにかけて主として不熟練労働者
によって唱えられた生活賃金(living wage)思想の流れをくんでいる．周知のように，この思想は
最低賃金制の発展に貢献した．第一次大戦とともに，従来労働者の主張であった生計費原則を政府
が採用し，賃金統制の手段にしたために労働者，とくに軍需景気のなかで上昇しがちな熟練労働者
の賃金が抑えられることになった．さらに，その原則は戦後恐慌では生計費の減少のもとで賃金を
切下げるための口実にされたのである．このような状態の在かで，かねてから生計費原則にたいす
る不満を高めていた熟練労働者はその原則を放棄し，賃上げの根拠を賃金生産力説にもとめるよう
に座り，20年代には能率給主義に賛成することにな９た．しかも，29年恐慌では連邦政府従業員の
賃金は生計費の低下にもとづいて切下げられている4）.
　このことは権力が生計費原則をその手中におヽさめ，賃金の統制と切下げの手段になしうることを
しめしている．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●．
　わが国の場合，大正11年に呉海軍工廠の伍堂卓雄が「職工給与標準制定の要」のなかで，「彼等
（労働者一引用者）が生活費の最低限として当然要求し得るものは一人前の職工とし其職を励む以
上自己一身の生活は勿論日本の社会制度として避くべからざる家族の扶養に差支えなき程度のもの
ならざるべからず」とのべ，標準家族の生活費か労働者の要求する生活費の最低限であることを認
めながら，賃金を「家族に要ナる生活費に達せしむることは現状到底望み得べからざるを以て年令
と共に増加する式と改むるの外座きが如し」とのべ，生計費原則を年令別の方式に修正している5）.
こうして，わか国にあっても，年令別とはいえ，生計費原則は政府と資本の手に移り，第二次大戦
中には賃金統制の手段となり，現在にひきつがれている．
　このように歴史をたどってゆくと，生計費原則を採っておればそれで最低賃金制が順調に発展す
るというわけでは座いことが，明らかに友る．しかも，わが国の場合，年令別地域別の生計費によ
って生計費原則が歪められているために，そこで生まれる最低賃金は，労働力の流動化か激化して
いるなかで，賃金水準の上昇を妨げるだけでなく，.逆に，労働力の流動化を刺激するのであって，
このことは最低賃金の設定に労働力をもとめる地域の利害関係をからませることになる．
　一体，年令別地域別生計費原則座るものは最低賃金の原則の名に価するのであろうか．最低賃金
にかぎらず，一般に賃金は年令別地域別生計費の差異をこえて成立するのであって，そこに労働者
の平等，賃金の平等か生まれるのである．これにたいして，年令別地域別生計費の差異をそのまま，
反映して設定されるのは生活保護基準であり，そこに被保護者の平等，保護費の平等が生まれるの
である．したがって，わか国の生計費原則は最低賃金の原則から著しく外れているといわねばなら
ない．
　もちろん，最低賃金の額は諸外国においても決して高いものではない．国によっては年令や地域
などを考慮にいれて最低賃金を設定している．しかし，それらの国では最低賃金の歴史が長く，横
断賃率の成立がみられるので，年令別地域別生計費原則を採用してもその弊害は小さいであろう．
これに反して，わが国では大きい年令別地域別賃金格差によって規制される生計費を基準として，
最低賃金額を設定するのであるから,これと諸外国とを無条件に同一視することには問題があろう．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　－
わが国の最低賃金制にみられる生計費原則にかんしてこれまで考察してきたような問題かつきま
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とうとすれば，その原則によって設定された最低賃金の効果について4。当然，疑問がもたれるこ
とになるであろう．ここではわが国の最低賃金制を生計費原則と類似労働者の賃金や支払能力との
からみあいのなかで評価することを企てた．
　最低賃金制は賃金の低下傾向を阻むだけでは左い．その原則は，最低賃金を前提にナることをし
には企業経営が成りたたないという事態を，使用者に強制する．その制度のもとでは使用者は賃金
の一定限度以下への切下げを企業間の競争の手段とすることはできないのであって，いわゆる公正
競争の原理とはこのことを指している．
　抽象理論では，賃金は労働力の価値であり，それが前提になって剰余価値か生産されるのである
が，現実には，賃金は必ずしも企業経営の前提であるとはいえないのであって，賃金は他の，生産
手段に要する経費の支払いの後に支払われることもあるし，時には一定の利潤の控除の後に支払わ
れることもある．賃金の支払能力は企業のなかではこのようにして生まれるのである．
　具体的在事例をのぞいてみよう．合衆国では19世紀前半にニューヨーク等で賃金の先取特権
(lien)法をもとめる運動が展開され，たとえばペンシルバニア州では1843年に労働者(鉱夫を除く)
等にかんして先取特権を規定する州法が生まれている．この法は企業が破産のさいに賃金を払わず
に夜逃げするのを防ぐためのものであったといわれるが，労働運動の最初の時期にこのような問題
がとりあげられたのは興味深い．その後, 1849年のペンシルバニア州法は先取特権を鉱夫にも適用
し，一定の金額にかぎり賃金を他の債権者に優先して支払うことをもとめた．この年に炭鉱労働者
組合結成の動きがあり，その法はその左かでえられたこの州最初の鉱夫保護立法であった6).
　最低賃金制は最低賃金の支払いを法によって強制するので，使用者にとって最低賃金は企業経営
の前提条件となり，支払能力を欠く企業は最初から存立を許されないし，労働者にとっては一定の
具体的在金額と結びついた賃金請求権がここに確立することになる．その意味では，最低賃金制は
先取特権法の精神を具体化したものということができよう．
　わが国の民法等でも先取特権がうたわれてはいるか，そのような権利についての考えが労働運動
のなかに定着しているか否か，再検討する必要があるように思われる．
　戦後にあっても，たとえば遠洋鮪漁業に大仲歩合制がみられたが,．これは水揚高から主として生
産手段に要する大仲経費を差し引き,‘その残りを一定の割合で労使間に配分しあうものであった．
ここでは賃金は間接的に水揚高に左右される歩合給となっている．もし水揚高が少なければ支払能
力が減じ，賃金は経営上の危険を背負って切下げられた．その後，遠洋航海の範囲が拡がるにつれ
て有資格船員を多数雇用することになったが，これらの船員の資格は，漁船だけでなく，一般船舶
にも通用するものであるため，かれらの横断賃金-それは類似労働者の賃金であり，相場賃金で
あるｰを漁船員賃金にも反映させなくてはならないようになった．また，漁船員の賃金の一部を
歩合給から切りはなして，最低保障給という形で固定給にする方法が採られたが，この固定給の成
立は，それだけの賃金が支払能力の如何にかかわらず支払われねばならないという新しい事態をつ
くりだし，賃金支払いを他の経費の支払いに優先させる契機となるものであった．しかし，新しい
賃金体系は大仲制時代の水揚高を前提につくられたものであったために，魚獲高の増大や魚価の値
上がりのもとでは新しい賃金体系は大仲歩合制によるよりも低い賃金を保障することが明らかにな
り，漁船員は旧い賃金体系に郷愁を抱くようになる7).
　賃金は単なる金額の問題ではない．それは労働組合の存在価値などと結びつけて考察されなけれ
ばならない．そうして，固定給や最低保障給や年令別保障給といったものは，その金額が小さくて
も，賃金の先取特権の精神をもふまえて評価されなければならない'．
　大仲歩合制では，大仲経費や労使間の分配串が予め決められているので，賃金支払い総額は労働
者の手の届かないところで決まってしまう．ここに大仲歩合制の支払能力がある．その場合，賃金
と利潤の対抗関係は一定の分配率という形をとるので，表面に出てくるのは賃金総額と個別賃金の
対抗関係である．もし労働者数が増えれば個別賃金は減少するので，かれらは出来るだけ少数で苛
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酷左労働に身を挺することになる．さらに，賃金総額，支払能力がきまっているので特定の労働者
の賃金が上がれば，他の労働者の賃金は下がることになり，個別賃金閣に対抗関係がうまれる．
　このような賃金基金説を地でゆくよう左賃金支払い方法は決して過去のものではない．労働省賃
金部編『’賃金の実務』のなかでもつぎのようにのべられている．「……賃金額には，二通りの意味
か含まれている．その一つは，……企業の側からみたもので，賃金額を，企業の支払う賃金の総額
としてとらえようとナるものである．他の一つは，……労働者の側からみたもので，賃金額を個々
の労働者のうけ取る額としてとらえようとするものである」と8）.この斂述では労使関係は賃金総
額と個別賃金との対抗関係としてとらえられておヽり，賃金と利潤の対抗関係は忘れ去られている．
賃金総額と個別賃金の対抗関係がみられるところでは，賃金は一定の経費や利潤か控除されたあと
で最後に支払われるものとして位置づけられている．
　労働省賃金部の著書は現実離れしたものではない．たとえば国家公務員の賃金の場合，予算の枠
のなかで支払能力，賃金総額がきまるし，独占企業にあっては，大仲歩合制の場合よりさらに進ん
で，一般経費だけで座く，一定の利潤を控除した残りが支払能力になるのである．
　こうした賃金総額と個別賃金の対抗関係を打破するものとして，漁船員の場合には有資格熟練労
働者の横断賃金がある．この相場賃金は，それを予め考慮することなしには企業経営を計画できな
いという状態に，使用者を追いこんでいる．　　　　　　　・
　しかし，この相場賃金の強制力が最低賃金の決定にも役立つと考えるのは早計である．なぜなら，
最低賃金制の対象になるのは簡単労働者であるから，かれらの相場賃金は有資格熟練労働者の相場
賃金よりもばらつきが大きく，それ程の強制力をもちえ左いからである．
　簡単労働者の賃金を相場賃金として把握することにはかなり.の無理かともなう．むしろ，かれら
の場合には労働協約や最低賃金制が相場賃金をつくりだす，とみるべきであろう．そうして，労働
協約のもとにかかれない簡単労働者の数はきわめて多いのであるから，結局，かれらの相場賃金は
最低賃金制によってつくりだされることになる．そのざいに，最低賃金は生計費原則によって設定
されねばならない．類似労働者の賃金は最低賃金の原則には左りえ在いであろう．
　最低賃金の原則である生計費は地域をこえた標準家族の生計費でなければなら在いし，それでこ
そ，生活保護のための原則ではなくて，賃金のための生計費原則といえるのであるが，それにもか
かわらず，年令別地域別の生計費原則なるものも，最低賃金を使用者にとって，支払能力の有無と
は無関係に，支払わねばならぬ固定された費用にまで高めるものとして，評価されよう．もちろん，
この地域別年令別最低賃金は地域をこえた標準家族の生計費原則をうちたてるための道標としての
み評価されるのであって，もしそれか最低賃金格差を固定化し，最低賃金の向上を妨げるための手
段として利用されるならば，それは支払能力説の強化に役立つだけである．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　四　　　　　一
　これまでの叙述では，わが国の最低賃金法に記されている三つの原則のうち，生計費だけか最低
賃金の原則であること，その原則がわが国では事実上，年令別地域別生計費原則という形をとって
いること，この歪められた原則には本質的な欠陥があるものの，僅かながら評価すべきものがある
ことを，のべてきた．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
　つぎに，この三つの原則が最低賃金にかんする審議会の答申のなかで，いかに扱われてきたかを
たどることにしよう．
　昭和29年の中央賃金審議会の「最低賃金制に関する答申Ｊは，「最低賃金額は，労働者の正常な
生活を保障することを目標とすべきではあるが，右に述べた四業種（絹人絹織物製造業，家具建具
製造業，玉糸座繰生糸製造業及び手すき和紙製造業をさす一引用者）に関する最低賃金額の算出
に当っては，当面，当該業種の成年単身労働者の最低生活費と当該業種の賃金支払能力とをあわせ
考慮したものを基準とする必要がある」とのべ，成年単身労働者の最低生活費と賃金支払能力の二
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つを原則とみ在していた.
´さ’らに答申は，「……最低賃金は，……地域別に職種別，年令別に設定すべきであ机又その金
額憾，これらの各グループごとの実際支払賃金額のうち，極端に低位にある･ものを排除するための
合理的算定方法によって定めなければならない」とのべ，最低賃金の実効性との関連のも･とに，類
似労働者の賃金を「合理的算定方法」のための資料とみ痙していた．
　類似労働者の賃金が最低賃金の原則に高められたのは，昭和34年の，いわゆる業者間協定方式を
主要な柱とする最低賃金法におヽいてであり，その後は法の上では生計費，類似労働者の賃金および
産業の支払能力の順序で最低賃金の原則がうたわれる,ことに痙った．
　しかし，旧最低賃金法では，昭和38年の中央最低賃金審議会の答申，「最低賃金制の今後のすす
め方について」にのべられているように，業者間協定方式のために，実際には支払能力が第一の，
そして唯一の原則の地位を占めてお机類似労働者の賃金，すなわち’「賃金の社会的相場」がそれ
を補強しでいたこと,については多言を要七憲いであろう．
　昭和･42年の中央最低賃金審議会の答申，『現段階における最低賃金制の取扱い‘についてＪは，業
業間協定方式の廃棄をもとめ，翌年の法改正をも･たらiしたものであるが，この答申では，のも.に
「労働市場の相場賃金」とよば,れるも,のが重視されでいた．答申;はご「…‥･この.数年来わが国経済の
高度成長に伴い，産業構造，労働力需給関係などに変化が生Jじ，賃金は大幅に上昇するとともに，
就中，若年労働者や中小企業労働者等従来賃金の低かった分野の上昇が著しく，その結果，各種の
賃金格差も縮小に向かっている．……最低賃金制の検計についてもこれらの事情を十分考慮する必
要があると考える」と論とている．過去の答申にくらべると，類似労働者の賃金がかなり広い労働
市場のなかで変動するものとしてとらえられている．
　この答申の｀もとに昭和43年に改正された最低賃金法’は審議会方式を主要な柱とするものであった．
最低賃金審議会は労使ふヽよび公益の三者構成であるため，労働者側委員によって生計費原則が主張
されるための制度的保障がある程度つくられていることに在る．それと同時に，労働者側の生計費
原則論，使用者側の支払能力論のなかで，いきおい公益側は類似労働者の賃金に注,目するようにな
る．この類似労働者の賃金にたいする配慮が，’「公正な賃金」を設定するための生計費原則と結び
つかず，むしろ支払能力箇と結びつく可能性をもっていることについては，すでにのべておヽいた．
　そうして，昭和45年の中央最低賃金審議会の『今後における最低賃金制度のあり方についてＪと
題する答申は，「労働市場に応じ，産業別，職業別又は地域別に最低賃金を設定する方式を効果的，
計画的に運用することによって，すべての労働者を包括するよう最低賃金の適用を図る」ことをと
なえ．とくに都道府県単位の地域別最低賃金の設定を企てるとともに，「労働市駱の相場賃金と密
接に関連した実効性ある最低賃金」の設定をもとめ.，「……最低賃金「は，労働市場の実態に即;しか
つ類似労働者の賃金か主たる基準となって決定され,るようなあ,り方が望まごしく，それは低賃金労働
者の保護を実効的に確保する面でも現実に適応する趾のであると考える」と論じている．
　ここでは生計費について一言ごも言及されていないだ‘けで左く，類似労働者の賃金,柵場賃金がこ「主
たる基準」にまで高められている．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’．
　この45年の答申では，生計費原則の地位が低下したというよ‘りも，むしろそれが放棄されたとい
った方がよいかも,しれない一この間の事情について，堀江正規編集゛労働組合運動の理論Ｊ社つぎ
のようにのべている．すなわち，昭和44年に「中賃丿基本問題小委員会で示されたI゛最低賃金制に
つ･いての考え方Ｊと題すゐ『’公益私案Ｊ’が上の答申の基礎･にかっており，この『｀公益私案Ｊでは，
最低賃金社’「労働市場の相場賃金と密接に惘運.した実効性あ.る」ものでかければｔらず／「労働者
の生計費を主たる基準でに釦･く最低賃金,は適切どはいえが,いＪと･のべられていたのである，と9）.45
年の答申jはこの‘『公益私案』を参考にして読まれなければから左仏．
　こうして，かつては最低賃金設定のための合理的な算定方法の資料とみなされた類似労働者の賃
金゛は，最低賃金の三つの原則の一つに数え･られ，今また，その’「主たる塞準」にまでの;し上ってき
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たのである．それとともに生計費原則は原則としての地位をほとんど失ってしまった．
　しかしながら，最低賃金の原則がいかに変わろうと，賃金を根本的に規制ナる法則は労働力の価
値にかんする法則であり，いかに歪められた最低賃金が生まれようと，それは労働力の再生産費，
生計費によって根本的に規制されている．もちろん，このことは，最低賃金が，直接，労働力の価
値に一致ナるということではない．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五
　昭和45年の中央最低賃金審議会の答申で類似労働者の賃金，相場賃金が最低賃金の主たる基準と
なったのを機会に，もう一度，類似労働者の賃金を検討することにしよう．
　最低賃金法における「類似労働者の賃金とは，当該地方におヽける同種ないし類似の事業または職
業に従事する労働者の賃金水準，これらのないときは当該地方の一般労働者，他地方の同種の事業
または職業に従事する労働者の賃金水準等である」と解釈されている1o）.しかし，わが国の最低賃
金は主として都道府県単位のものであるので，他地方の賃金はほとんど問題にならずにしたがって
「類似の労働者の賃金を最低賃金決定の基準とするとは，原則として同一地方の同種産業または職
業の労働者の賃金水準を基準として最低賃金率を定めることである」と解されている11).
　そのさいに，同一地方の同種産業または職業の賃金分布のをかから，第1 ・10分位，第2・10分
位等々の賃金を算出し，最低賃金の実効性という観点から，額を設定するという方法がとられよう
とする／しかし，左ぜ賃金の低い方から数えて労働者数の10分の１等々の賃金を引上げるのか「公
正な賃金」の原理にかなうのか，その理由は見当たらない，さきにものべたように，やはり「公正
在賃金」は生計費から判断しなければならない．
　ということは，類似労働者の賃金は最低賃金決定のための基準ではなくて，その参考資料にとど
まるものであることをしめしている．とくにわが国では，賃金が年令別，男女別，地域別，企業規
模別等に大きい格差をもつので，有資格熟練労働者についても横断賃金の所在が明らかで在いこと
が多く，そのために一層，類似労働者の賃金から「公正な賃金」を推定することは困難となる．
　したがって，現実には類似労働者の賃金は予想される最低賃金額かそれにいかに影響するか，と
いう形で利用されることになる．いわゆる影響率がそれである．影響率は，最低賃金額の設定によ
って増加する賃金支払額をみれば判るが，一般には，もっと簡単左方法として，その額に達しない
労働‾者数が全労働者の友かで占める割合によって表現される．
　しかし，影響串を試算ナる資料が集められてから最低賃金が発効するまで数力月，時には１年以
上も要ナるので，物価上昇，定期昇給，春同等による賃金上昇を考慮にいれると，影響率は異常に
小さくなる．それだけではない．最低賃金のために賃金上昇か妨げられるという「実効性」すら生
ずるのである．こうして，最低賃金が相場賃金をつくりだナのではなくて，相場賃金が最低賃金を
規制し，さらに，それの上昇が最低賃金制によって阻まれるという傾向があらわれてくる．
　それにもかかわらず，類似労働者の賃金が重視されるのは，一つには，労働者側か生計費原則を
となえ，使用者側か支払能力説を採るなかで，自然と公益側が類似労働者の賃金を重視するように
ヵ:つたことと関係がある．それは「公正座賃金」’とか，最低賃金の実効性ということの「中立」性
と結びついた問題である．そうして，審議会方式の定着とともに公益の存在が相対的に大きくなり，
相場賃金が主たる基準になったように思われる．
　また，生計費につきまとう不信感も作用している．たとえば総評は，44年４月基準で単身世帯で
66,345円,２人世帯で144, 828円，４人世帯で237,203円という理論生計費を発表している12)労働者
の生活様式とそれについてのかれらの理想は現実の賃金の大いさによって制約されているので，そ
の数字を空想の所産として無視するわけにもいか在いのだが,滴きに引用した官庁の標準生計費と
は余りにもかけ離れていて，それらを調整する方法は見出せない.
・また,j生計費,といっても，それには現実の相場賃金が反映しているので，両者を最低賃金の原則
最低賃金の原則について（松井）
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にする必要はない，とさきにのべておいたが，そこから逆に，生計費の代わりに相場賃金を原則に
してもよかろうという考えが浮かんでくる．とくにわが国の生計費原則は年令別，地域別等々に相
場賃金によって歪められているので，それならば，はじめから類似労働者の賃金を主たる基準にす
る方がよいかもしれない．
　さらに，最近の賃金上昇のなかで，労働者側も相場賃金に注目しているであろうし，他方，使用
者側も相場賃金を考慮せずには企業経営を計画できないところへきている．こうしたなかで，公益
側が労使双方を説得するための好材料として相場賃金をとりあげているともいえよう／
　その上，研究者が開発しつつある賃金の抽象理論にも，この相場賃金が反映されつつある．たと
えば，現実の賃金をそのまま労働力の価値とみなしたり，賃金のちがいによって労働市場を細分し，
それぞれの市場で労働力の市場価値が成立するとみなす見解がある．また，労働力の個別的左再生
産費がそのまま現実の賃金に転化するとみなす見解がある．これらの理論は，いずれも，相場賃金
を主たる基準とする最近の動向に理論上の支柱を与えている．
　しかし，くりかえしのべてきたように，労働力の個別的な再生産費のちがいのなかで労働市場が
うまれ，そこで労働力の価値が成立する．これが賃金の根本を規制する法則である．もちろん，労
働力の価値が最低賃金に直接転化するわけではないが，ここに年令や地域をご丸た最低賃金が成立
するための根拠がある．
　そうして，労働力の価値は現実の賃金，･競争価格に転化するのであるが，そのさいに競争価格は
労働力の個別的な再生産費に依拠することになる．これが現実の相場賃金となっているのであって，
また，そこに地域別，年令別等の最低賃金が成立しうることになる．
　したがって，年令別地域別最低賃金の成立するところには全国全産業一律最低賃金とか，産業別
最低賃金とかいわれるものが成立する可能性があることになる.,ただ，種々の事情のためにそのよ
う左最低賃金の成立が阻まれているだけである．そうして，最低賃金制は最低賃金の格差を縮め，
可能左ところではそれを無くし，そのことを通じて賃金一般の不当な格差を小さくするという方向
で確立されなければならない．したがって，最低賃金額はつねに高められざるをえ左い.･このよう
な方向に最低賃金制を向けてゆく方法はその制度に実現の見込みのない過大な任務.を負わせること
になるであろうか．実は，過去の諸外国の最低賃金制は低い額であったが，それで賃金水準=の低下
を防いだだけでなく，それを高め，賃金の格差を縮小するのに役立った∠,それは当詩,･物価・生活
水準が比較的安定していたからである．現在の段階では，そのような条件はないので，高い最低賃
金額が望まれ，その年々の向上が企てられることになるし，またそうすることが可能にもなっ･てい
る．したがって，最低賃金制による賃金格差と賃金水準の是正は決してその制度に過大な任務を負
わせることにならないであろう．
　そのさいに，最低賃金制の対象になる簡単労働力にかんしては，相場賃金は最低賃金の決定基準
にはなら痙いであろう．たしかに現在，初任給の上昇にみられるように簡単労働者の賃金は上がり
つつあるが，それは生産技術が熟練をほとんど必要とせず，賃金が低く能率の高い若年労働者に雇
用が集中しているためである．もし年令別等の賃金格差がなければ，すべての労働者に均等に需給
関係が作用しているであろう．その意味では，若年労働者の賃金は全労働者の賃金水準の上昇を阻
止するための安全弁になっている．さらに，中高年令の男女簡単労働者の賃金はもっとも上昇しに
くいものである．そうして，一般に簡単労働者の労働組合組織率が低いので，その相場賃金は不況
の影響を受けやすく，きわめて不安定である．このように不安定在相場賃金は最低賃金の主たる原
則にはなりえ痙いであろう．
　ところで，相場賃金を主たる基準とみなすような立場は今後，長期にわたって労使双方の支持を
もちつづける.であろうか．
　さきに，労働者が労働力の需給関係（力関係を抜きにした）による賃金の変動を避けることを願
って生計費原則をとるにいたったことをのべた．
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　実は使用者側にも同じ意見がある．例の伍堂卓雄（ひ『職工給与標準制定の･要Ｊのなかで，『従来
の給与は主として需給関係により其立前は能串本位にして或る年令以上は年功により昇給せしめ居
り･たるものなり」とのべられているが，かれが年令別最低生活,費を賃金の決定基準とした一つの理
由は賃金を需給関係の影響から断ちきることにあった13)_
　さらに，ナチス・ドイ,ツでは景気賃金と業紋賃金をめぐって，前者を抑制しつつ後者を容認する
といヽう政策が採られたか14)伍堂卓雄とは業績賃金にかんして異なる立場を採っているものの，需
給関係から生ずる賃金の上昇を抑制しようとする点では共通している．（第一次大戦中のアメリカ
の生計費原則･にも同じ問題がみられたが，これについてはすでに簡単にのべておいた．）
　現在，相場賃金は地域別最低賃金設定のための主たる基準と座り，その効果か期待されているの
であるか.不況期におヽいても物,価と賃金の上昇か続くものと予想されているので，相場賃金にたい
ずる非難が生じ座いであろうという保証はない．
　もともと，労働力の需給関係のをかには労使の取引力も含まれているのであって，需給関係の核
をなす労働者の民主的座権利を制限しようとする傾向が強められる可能性かある．相場賃金にたい
する非難は，具体的には，そのような傾向･を生みだすであろう．
　業者間協定方式から出発したわが国の最低賃金制には消しがたい母斑がある．それは最初から生
計費原則を軽んじ，かつ，その原則を歪めることになった．それにもかかわらず，生計費は最低賃
金の唯一の原胤　唯一の決定基準であり，とくに簡単労働者にかんしては生計費原則による最低賃
金の設定を通じて，逆に，相場賃金をつくりだすという方針か確立されなければならないであろう．
　現在のわが国では，既設の都道府県単位の産業別職業別最低賃金は，物価と賃金の上昇のなかで
その実効性を失いつつ，相場賃金に影響を与えている．この相場賃金を主たる基準として，今後の
地域別最低賃金を決定しようとするならば，それは決して「公正攻賃金」を生みだしはしないであ
ろうi.しかも，既設の｀最低賃金では比較的労働者数,の多い産業や職業が対象にされたのであるか，
それから.洩れた労働者が今後の地域別最低賃金の対象にされるので，一層低い相場賃金が主たる基
準に用,いられる俯れがあるし，そう座れば既設の最低賃金額の改正にも,複雑な影響があらわれてく
るにちがいヽない．
　今や,．わが国’の最低賃金制Tは．相場賃金が主たる基準の地位をえたこともあって，一つの･大き=い
曲iかり･角にきていヽるとい･えよ.う･．
(註)･
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